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新日銀ネットの稼働等に伴う国債店頭取引清算業務に関する 

業務方法書等の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

平成２７年１０月１３日予定の新日銀ネットの稼働に伴い、国債店頭取引清算業務に関する

業務方法書等について、所要の制度改正を行う。 

また、義務付け調達制度における資金調達必要額の変化に対応するため基礎負担額等の算定

頻度を現在の年２回から年４回に変更すべく、所要の制度改正を行う。 

 

 

Ⅱ．改正概要 

 

１．新日銀ネットの稼働に伴う対応 

（１）振替停止期間の廃止に伴う決済日等の変更 

・新日銀ネットにおいて利払期日前の振替停止期間が廃止されるこ

とに伴い、フェイルに係る決済はフェイル発生日の翌日以降の日

に一律繰り延べることとするなど、所要の改正を行う。 

 

（２）国債ＤＶＰ決済に係るデータ入力方法の変更 

・新日銀ネットにおいて国債ＤＶＰ決済に係るデータ入力方法が変

更になることに伴い、所要の改正を行う。 

 

 

 

２．義務付け調達に係る基礎負担額等の算定頻度の見直し 

・義務付け調達に係る基礎負担額及び平均当初証拠金所要額の算定

頻度を現在の年２回から四半期ごとの年４回（３月、６月、９月、

１２月の最終営業日を基準として算出し、翌月の第１０営業日か

ら適用）に変更する。 

 

３．その他 

・その他、所要の改正を行う。 

 

（備  考） 

 

 

 

・国債店頭取引清算業務に

関する業務方法書（以下

「業務方法書」という。）

第５１条等 

 

・国債店頭取引清算業務に

関する業務方法書の取扱

い（以下「業務方法書の

取扱い」という。）第１３

条 

 

・業務方法書の取扱い第２

５条第３項 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．施行日 

１．平成２７年１０月１３日から施行する。ただし、業務方法書第５１条第３項から第５項

まで、第５４条第３項、第５６条第４項、第５７条第３項、第５９条第３項、第６０条第
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３項、第６２条第３項及び第６３条第３項並びに業務方法書の取扱い第１１条及び第１３

条第１項の改正規定（「第４項」を「第３項」に改正する部分に限る。）は、平成２７年１

０月１４日から、業務方法書の取扱い第２条第１項第１号の改正規定は、平成２８年１月

１日から施行する。 

２．前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由により改正後の規定を適用することが適当

でないと当社が認める場合には、平成２７年１０月１３日以後の当社が定める日から施行

する。 

 

以 上 
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国債店頭取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（国債店頭取引清算資格の取得手続の履行） 

第８条 当社が第６条第４項の規定により国債

店頭取引清算資格の取得の承認を行ったとき

は、当社は、同条第６項の規定により当社が指

定した期日の前日（休業日に当たるときは、順

次繰り上げる。第５３条及び第５４条第１項を

除き以下同じ。）までに、資格取得申請者をし

て、当初証拠金及び国債店頭取引清算基金の預

託その他当社が必要と認める国債店頭取引清

算資格の取得手続を履行させるものとする。 

２・３ （略） 

 

（国債店頭取引清算資格の喪失） 

第２３条 清算参加者が第２１条第１項の規定

により国債店頭取引清算資格の喪失の申請を

した場合、当該清算参加者は、その申請の日の

翌日から起算して３０日目の日の第４４条第

２項に規定する当社が債務の引受けを行う時

点又は当該清算参加者の未履行債務のすべて

が解消された時点のいずれか遅い時点（当該申

請が破綻処理単位期間（清算参加者について破

綻等（第７７条の２に規定する破綻等をいう。

以下この条において同じ。）が認定された場合

（当該認定の時点で既に破綻処理単位期間が

開始している場合を除く。）における当該清算

参加者に係る破綻認定日（第７７条の２に規定

する破綻認定日をいう。以下この条において同

じ。）から３０日を経過するまでの期間（当該

期間中に他の清算参加者について破綻等が認

定された場合には、当該期間は、当該他の清算

参加者に係る破綻認定日から３０日を経過す

（国債店頭取引清算資格の取得手続の履行） 

第８条 当社が第６条第４項の規定により国債

店頭取引清算資格の取得の承認を行ったとき

は、当社は、同条第６項の規定により当社が指

定した期日の前日（休業日に当たるときは、順

次繰り上げる。以下同じ。）までに、資格取得

申請者をして、当初証拠金及び国債店頭取引清

算基金の預託その他当社が必要と認める国債

店頭取引清算資格の取得手続を履行させるも

のとする。 

２・３ （略） 

 

（国債店頭取引清算資格の喪失） 

第２３条 清算参加者が前条第１項の規定によ

り国債店頭取引清算資格の喪失の申請をした

場合、当該清算参加者は、その申請の日の翌日

から起算して３０日目の日の第４４条第２項

に規定する当社が債務の引受けを行う時点又

は当該清算参加者の未履行債務のすべてが解

消された時点のいずれか遅い時点（当該申請が

破綻処理単位期間（清算参加者について破綻等

（第７７条の２に規定する破綻等をいう。以下

この条において同じ。）が認定された場合（当

該認定の時点で既に破綻処理単位期間が開始

している場合を除く。）における当該清算参加

者に係る破綻認定日（第７７条の２に規定する

破綻認定日をいう。以下この条において同じ。）

から３０日を経過するまでの期間（当該期間中

に他の清算参加者について破綻等が認定され

た場合には、当該期間は、当該他の清算参加者

に係る破綻認定日から３０日を経過するまで
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るまでの期間に延長されるものとし、延長後の

期間中に他の清算参加者について破綻等が認

定された場合も同様とする。）をいう。以下同

じ。）中に行われた場合又は当該申請の日から

当該清算参加者について国債店頭取引清算資

格の喪失の効力が生じるまでの間に破綻処理

単位期間が開始した場合には、破綻処理単位期

間が終了する日の当社が定める時点又は当該

清算参加者の未履行債務のすべてが解消され

た時点のいずれか遅い時点）において、国債店

頭取引清算資格を喪失する。 

２ （略） 

 

（信用状況に応じた清算参加者に対する当初証

拠金の割増措置） 

第２９条の２ 当社は、次の各号に掲げる場合に

応じて、清算参加者が当該各号のいずれかの事

由に該当することとなったと認める場合には、

当該清算参加者に対し、当社の定めるところに

より当初証拠金所要額（第７０条に規定する当

初証拠金所要額をいう。）の引上げの措置を行

うことができる。 

（１）・（２） （略） 

 

（フェイルの取扱い） 

第５１条 （略） 

２ （略） 

（削る） 

 

 

 

 

３ 第４８条の規定は、前２項の規定により繰り

延べられた決済（以下「フェイルに係る決済」

の期間に延長されるものとし、延長後の期間中

に他の清算参加者について破綻等が認定され

た場合も同様とする。）をいう。以下同じ。）中

に行われた場合又は当該申請の日から当該清

算参加者について国債店頭取引清算資格の喪

失の効力が生じるまでの間に破綻処理単位期

間が開始した場合には、破綻処理単位期間が終

了する日の当社が定める時点又は当該清算参

加者の未履行債務のすべてが解消された時点

のいずれか遅い時点）において、国債店頭取引

清算資格を喪失する。 

２ （略） 

 

（信用状況に応じた清算参加者に対する当初証

拠金の割増措置） 

第２９条の２ 当社は、次の各号に掲げる場合に

応じて、清算参加者が当該各号のいずれかの事

由に該当することとなったと認める場合には、

当該清算参加者に対し、当社の定めるところに

より当初証拠金所要額の引上げの措置を行う

ことができる。 

 

（１）・（２） （略） 

 

（フェイルの取扱い） 

第５１条 （略） 

２ （略） 

３ 前２項の規定により繰り延べられた決済（以

下「フェイルに係る決済」という。）は、利払

期日前３日間（銀行休業日を除外する。）及び

償還期日前３日間（銀行休業日を除外する。）

においては行わないものとする。 

４ 第４８条の規定は、フェイルに係る決済に関

する国債証券の授受及び金銭の授受について
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という。）に関する国債証券の授受及び金銭の

授受について準用する。 

４ （略） 

 

（フェイルに係る国債証券について利払期日が

到来した場合の取扱い） 

第５３条 フェイルに係る決済について、当該決

済に係る国債証券の利払期日の前日（銀行休業

日に当たるときは、順次繰り上げる。）におい

ても当該決済が行われない場合は、当該フェイ

ルに係る渡方清算参加者は、当該利払期日に、

受領する利金相当額の金銭を当社に支払うも

のとし、当該フェイルに係る受方清算参加者

は、受領する利金相当額の金銭を、当該利払期

日に、当社から受領するものとする。 

 

（フェイルに係る国債証券について償還期日が

到来した場合の取扱い） 

第５４条 フェイルに係る決済について、当該決

済に係る国債証券の償還期日（当該国債証券が

当社が定める国債証券である場合にあっては、

利払期日。以下この条において同じ。）の前日

（銀行休業日に当たるときは、順次繰り上げ

る。）においても当該決済が行われない場合は、

当該フェイルに係る渡方清算参加者は、償還期

日に、受領する元利金相当額の金銭を当社に支

払うものとし、当該フェイルに係る受方清算参

加者は、当該元利金相当額の金銭を、償還期日

に、当社から受領するものとする。 

２ （略） 

３ 第５１条第３項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合は、当

該金銭の授受をもってフェイルに係る決済が

行われたものとみなす。 

準用する。 

 

５ （略） 

 

（フェイルに係る国債証券について利払期日が

到来した場合の取扱い） 

第５３条 フェイルに係る決済について、当該決

済に係る国債証券の利払期日の４日前（銀行休

業日を除外する。）の日においても当該決済が

行われない場合は、当該フェイルに係る渡方清

算参加者は、当該利払期日に、受領する利金相

当額の金銭を当社に支払うものとし、当該フェ

イルに係る受方清算参加者は、受領する利金相

当額の金銭を、当該利払期日に、当社から受領

するものとする。 

 

（フェイルに係る国債証券について償還期日が

到来した場合の取扱い） 

第５４条 フェイルに係る決済について、当該決

済に係る国債証券の償還期日（当該国債証券が

当社が定める国債証券である場合にあっては、

利払期日。以下この条において同じ。）の４日

前（銀行休業日を除外する。）の日においても

当該決済が行われない場合は、当該フェイルに

係る渡方清算参加者は、償還期日に、受領する

元利金相当額の金銭を当社に支払うものとし、

当該フェイルに係る受方清算参加者は、当該元

利金相当額の金銭を、償還期日に、当社から受

領するものとする。 

２ （略） 

３ 第５１条第４項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合は、当

該金銭の授受をもってフェイルに係る決済が

行われたものとみなす。 
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（バイ・イン） 

第５５条 （略） 

２ バイ・インによる売買に係る決済は、バイ・

インが行われた日から起算して４日目（休業日

を除外する。以下日数計算において同じ。）の

日までの間の当社がその都度定める日に決済

を行うものとする。 

 

 

 

（バイ・インに対する売付けを行った清算参加者

と当社との間の決済） 

第５６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 当社は、第１項及び第２項の規定によりバ

イ・インによる売買に係る決済が行われた場合

には、当該バイ・インの対象であるフェイルに

係る受方清算参加者との間において、第５１条

第３項の規定により準用される第４８条第１

項第２号の規定により当該フェイルに係る決

済に関する国債証券の授受及び金銭の授受を

行う。 

 

（バイ・インの対象であるフェイルに係る渡方清

算参加者と当社との間の決済） 

第５７条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第３項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

当該バイ・インの対象であるフェイルに係る渡

方清算参加者と当社との間の当該バイ・インに

よる売買に係る決済及び当該フェイルに係る

決済が行われたものとみなす。 

 

（バイ・イン） 

第５５条 （略） 

２ バイ・インによる売買に係る決済は、バイ・

インが行われた日から起算して４日目（休業日

を除外する。以下日数計算において同じ。）の

日（当該日が、利払期日前３日間（銀行休業日

を除外する。）に該当する場合は、利払期日）

までの間の当社がその都度定める日に決済を

行うものとする。 

 

（バイ・インに対する売付けを行った清算参加者

と当社との間の決済） 

第５６条 （略） 

２・３ （略） 

４ 当社は、第１項及び第２項の規定によりバ

イ・インによる売買に係る決済が行われた場合

には、当該バイ・インの対象であるフェイルに

係る受方清算参加者との間において、第５１条

第４項の規定により準用される第４８条第１

項第２号の規定により当該フェイルに係る決

済に関する国債証券の授受及び金銭の授受を

行う。 

 

（バイ・インの対象であるフェイルに係る渡方清

算参加者と当社との間の決済） 

第５７条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第４項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

当該バイ・インの対象であるフェイルに係る渡

方清算参加者と当社との間の当該バイ・インに

よる売買に係る決済及び当該フェイルに係る

決済が行われたものとみなす。 
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（参加者バイ・イン） 

第５８条 （略） 

２ 参加者バイ・インによる売買に係る決済は、

参加者バイ・インが行われた日から起算して４

日目の日までの間の参加者バイ・インを行う清

算参加者と当該清算参加者に売付けを行う者

との間で合意した日に決済を行うものとする。

 

 

 

（参加者バイ・インを行った清算参加者と当社と

の間の決済） 

第５９条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第３項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

参加者バイ・インを行った清算参加者との当社

との間の当該参加者バイ・インによる売買に係

る決済及び当該参加者バイ・インの対象である

フェイルに係る決済が行われたものとみなす。

 

（参加者バイ・インの対象であるフェイルに係る

渡方清算参加者と当社との間の決済） 

第６０条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第３項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

当該参加者バイ・インの対象であるフェイルに

係る渡方清算参加者と当社との間の当該フェ

イルに係る決済が行われたものとみなす。 

 

（統一慣習バイ・イン通知を行った清算参加者と

当社との間の決済） 

 

（参加者バイ・イン） 

第５８条 （略） 

２ 参加者バイ・インによる売買に係る決済は、

参加者バイ・インが行われた日から起算して４

日目の日（当該日が、利払期日前３日間（銀行

休業日を除外する。）に該当する場合は、利払

期日）までの間の参加者バイ・インを行う清算

参加者と当該清算参加者に売付けを行う者と

の間で合意した日に決済を行うものとする。 

   

（参加者バイ・インを行った清算参加者と当社と

の間の決済） 

第５９条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第４項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

参加者バイ・インを行った清算参加者との当社

との間の当該参加者バイ・インによる売買に係

る決済及び当該参加者バイ・インの対象である

フェイルに係る決済が行われたものとみなす。

 

（参加者バイ・インの対象であるフェイルに係る

渡方清算参加者と当社との間の決済） 

第６０条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第４項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

当該参加者バイ・インの対象であるフェイルに

係る渡方清算参加者と当社との間の当該フェ

イルに係る決済が行われたものとみなす。 

 

（統一慣習バイ・イン通知を行った清算参加者と

当社との間の決済） 
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第６２条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第３項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

統一慣習バイ・イン通知を行った清算参加者と

当社との間の当該統一慣習バイ・イン通知の対

象であるフェイルに係る決済が行われたもの

とみなす。 

 

（統一慣習バイ・イン通知の対象であるフェイル

に係る渡方清算参加者との当社との間の決済） 

第６３条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第３項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

統一慣習バイ・イン通知の対象であるフェイル

に係る渡方清算参加者と当社との間の当該統

一慣習バイ・イン通知の対象であるフェイルに

係る決済が行われたものとみなす。 

 

（当初証拠金の利用） 

第７１条 （略） 

２ 前項に規定する行為を行った場合において、

当社が当初証拠金として現に有している金銭

の額が、当社が当初証拠金として現に預託を受

けている金銭の額を下回ったとき、又は、当社

が当初証拠金として現に有している代用国債

証券の数量が、当社が当初証拠金として現に預

託を受けている代用国債証券の数量を下回っ

たときは、当社は、第７７条の３の規定による

国債証券の処分代金、第５節の規定による損失

の補填のための金銭その他の金銭により、当社

が当初証拠金として有する金銭の額又は代用

国債証券の数量を、当社が当初証拠金として預

第６２条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第４項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

統一慣習バイ・イン通知を行った清算参加者と

当社との間の当該統一慣習バイ・イン通知の対

象であるフェイルに係る決済が行われたもの

とみなす。 

 

（統一慣習バイ・イン通知の対象であるフェイル

に係る渡方清算参加者との当社との間の決済） 

第６３条 （略） 

２ （略） 

３ 第５１条第４項の規定にかかわらず、前２項

の規定により金銭の授受が行われた場合には、

統一慣習バイ・イン通知の対象であるフェイル

に係る渡方清算参加者と当社との間の当該統

一慣習バイ・イン通知の対象であるフェイルに

係る決済が行われたものとみなす。 

 

（当初証拠金の利用） 

第７１条 （略） 

２ 前項に規定する行為を行った場合において、

当社が当初証拠金として現に有している金銭

の額が、当社が当初証拠金として現に預託を受

けている金銭の額を下回ったとき、又は、当社

が当初証拠金として現に有している代用国債

証券の数量が、当社が当初証拠金として現に預

託を受けている代用国債証券の数量を下回っ

たときは、当社は、第８１条の規定による国債

証券の処分代金、第８２条の規定により納入さ

れた損失負担金又は第８３条の規定により納

入された追加損失負担金その他の金銭により、

当社が当初証拠金として有する金銭の額又は
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託を受けている金銭の額又は代用国債証券の

数量以上に回復させるものとする。 

 

 

（決済不履行時の資金調達） 

第７４条 当社は、清算参加者が金銭決済債務、

証券決済債務及び利金相当額決済債務の全部

若しくは一部を履行しないとき又はそのおそ

れがあると認めるときその他債務の履行状況

により当社が必要と認めるときは、次の各号に

規定する方法その他当社が適当と認める資金

調達の方法により得られる金銭をもって、第４

８条（第５１条第３項及び第５６条第２項によ

り準用される場合を含む。次条において同じ。）

又は第６９条（第５７条第２項、第５９条第２

項、第６０条第２項、第６２条第２項及び第６

３条第２項により準用される場合を含む。次条

において同じ。）の規定により当社の清算参加

者に対する債務を履行するものとする。 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） 

 

（調達資金の返済等） 

第７６条 （略） 

２ 当社は、第７４条第１項又は第２項の規定に

より資金調達を行ったときは、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ当該各号に定める行為を

行うものとする。 

（１） （略） 

（２） 当該資金調達の起因となった債務の当

事者である清算参加者が第７９条又は第８

０条の適用を受けた場合 

 第７７条の３の規定による国債証券の処

分代金又は第５節の規定による損失の補填

代用国債証券の数量を、当社が当初証拠金とし

て預託を受けている金銭の額又は代用国債証

券の数量以上に回復させるものとする。 

 

（決済不履行時の資金調達） 

第７４条 当社は、清算参加者が金銭決済債務、

証券決済債務及び利金相当額決済債務の全部

若しくは一部を履行しないとき又はそのおそ

れがあると認めるときその他債務の履行状況

により当社が必要と認めるときは、次の各号に

規定する方法その他当社が適当と認める資金

調達の方法により得られる金銭をもって、第４

８条（第５１条第４項及び第５６条第２項によ

り準用される場合を含む。次条において同じ。）

又は第６９条（第５７条第２項、第５９条第２

項、第６０条第２項、第６２条第２項及び第６

３条第２項により準用される場合を含む。次条

において同じ。）の規定により当社の清算参加

者に対する債務を履行するものとする。 

（１）・（２） （略） 

２・３ （略） 

 

（調達資金の返済等） 

第７６条 （略） 

２ 当社は、第７４条第１項又は第２項の規定に

より資金調達を行ったときは、次の各号に掲げ

る場合の区分に応じ当該各号に定める行為を

行うものとする。 

（１） （略） 

（２） 当該資金調達の起因となった債務の当

事者である清算参加者が第７９条又は第８

０条の適用を受けた場合 

 第８１条の規定による国債証券の処分代

金又は第８２条に規定する損失負担金若し



 8

のための金銭の全部又は一部による第７４

条第１項及び第２項の規定により調達した

資金の返済 

 

３ （略） 

 

（確保資産の処分） 

第７７条の３ 当社は、清算参加者の破綻等を認

定した場合は、第８０条の３に規定する破綻処

理入札のほか、当該清算参加者の当初証拠金代

用預託残高（第７９条第１項に規定する当初証

拠金代用預託残高をいう。）、国債店頭取引清算

基金代用預託残高（第７９条第１項に規定する

国債店頭取引清算基金代用預託残高をいう。）、

破綻時証拠金代用預託残高（第７９条第１項に

規定する破綻時証拠金代用預託残高をいう。）、

当該清算参加者に対する証券決済債務、バイ・

インに係る国債証券引渡債務又は入札対象取

引に係る国債証券引渡債務に係る国債証券と

同種、同量の国債証券について、売却その他当

社が適当と認める方法による換価又は担保供

与を行うことができる。 

２ 当社は、前項の規定による換価又は担保供与

により得られる金銭をもって、次の各号に掲げ

る行為を行うものとする。 

（１） 参加者決済に係る支払債務（第７８条

第１項第７号に規定する参加者決済に係る

支払債務をいう。）その他当社が清算参加者

に対して負担する債務の履行 

（２）・（３） （略） 

 

（破綻清算参加者のポジションの一括清算） 

第７９条 清算参加者について、破産手続開始、

再生手続開始、更生手続開始、清算開始又は特

くは第８３条に規定する追加損失負担金の

納入により得られた金銭の全部又は一部に

よる第７４条第１項及び第２項の規定によ

り調達した資金の返済 

３ （略） 

 

（確保資産の処分） 

第７７条の３ 当社は、清算参加者の破綻等を認

定した場合は、第８０条の３に規定する破綻処

理入札のほか、当該清算参加者の当初証拠金代

用預託残高、国債店頭取引清算基金代用預託残

高、当該清算参加者に対する証券決済債務、バ

イ・インに係る国債証券引渡債務又は入札対象

取引に係る国債証券引渡債務に係る国債証券

と同種、同量の国債証券について、売却その他

当社が適当と認める方法による換価又は担保

供与を行うことができる。 

 

 

 

 

 

２ 当社は、前項の規定による換価又は担保供与

により得られる金銭をもって、次の各号に掲げ

る行為を行うものとする。 

（１） 参加者決済に係る支払債務その他当社

が清算参加者に対して負担する債務の履行 

 

 

（２）・（３） （略） 

 

（破綻清算参加者のポジションの一括清算） 

第７９条 清算参加者について、破産手続開始、

再生手続開始、更生手続開始、清算開始又は特
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別清算開始の申立（以下「一括清算事由」とい

う。）があった場合には、当該清算参加者と当

社との間に存在するすべての金銭支払返還債

務（当社又は清算参加者が負担する参加者決済

に係る支払債務、第７６条第１項の規定により

清算参加者が負担する資金調達に要した費用

相当額に係る支払債務、第７０条の８第４項の

規定により当社が負担する当初証拠金及び国

債店頭取引清算基金の代用国債証券の利金相

当額に係る支払債務並びに当社が負担する当

初証拠金金銭預託残高（清算参加者が金銭によ

り現に預託している当初証拠金の額をいう。）

に係る返還債務、国債店頭取引清算基金金銭預

託残高（清算参加者が金銭により現に預託して

いる国債店頭取引清算基金の額をいう。）に係

る返還債務及び破綻時証拠金金銭預託残高（清

算参加者が金銭により現に預託している破綻

時証拠金の額をいう。）に係る返還債務をいう。

以下同じ。）及び国債証券引渡返還債務（第４

６条第１項の規定により当社又は清算参加者

が負担する証券決済債務、第５５条の規定によ

り当社又は清算参加者が負担するバイ・インに

係る国債証券引渡債務、第５８条の規定により

清算参加者が負担する参加者バイ・インに係る

国債証券引渡債務、当社が負担する当初証拠金

代用預託残高（清算参加者が代用国債証券によ

り現に預託している当初証拠金の数量をいう。

以下同じ。）に係る返還債務、当社が負担する

国債店頭取引清算基金代用預託残高（清算参加

者が代用国債証券により現に預託している国

債店頭取引清算基金の数量をいう。以下同じ。）

に係る返還債務及び当社が負担する破綻時証

拠金代用預託残高（清算参加者が代用国債証券

により現に預託している破綻時証拠金の数量

別清算開始の申立（以下「一括清算事由」とい

う。）があった場合には、当該清算参加者と当

社との間に存在するすべての金銭支払返還債

務（当社又は清算参加者が負担する参加者決済

に係る支払債務、第７６条第１項の規定により

清算参加者が負担する資金調達に要した費用

相当額に係る支払債務、第７０条の８第４項の

規定により当社が負担する当初証拠金及び国

債店頭取引清算基金の代用国債証券の利金相

当額に係る支払債務並びに当社が負担する当

初証拠金金銭預託残高（清算参加者が金銭によ

り現に預託している当初証拠金の額をいう。）

に係る返還債務、国債店頭取引清算基金金銭預

託残高（清算参加者が金銭により現に預託して

いる国債店頭取引清算基金の額をいう。）に係

る返還債務及び破綻時証拠金金銭預託残高（清

算参加者が金銭により現に預託している破綻

時証拠金の額をいう。）をいう。以下同じ。）及

び国債証券引渡返還債務（第４６条第１項の規

定により当社又は清算参加者が負担する証券

決済債務、第５５条の規定により当社又は清算

参加者が負担するバイ・インに係る国債証券引

渡債務、第５８条の規定により清算参加者が負

担する参加者バイ・インに係る国債証券引渡債

務、当社が負担する当初証拠金代用預託残高

（清算参加者が代用国債証券により現に預託

している当初証拠金の数量をいう。以下同じ。）

に係る返還債務、当社が負担する国債店頭取引

清算基金代用預託残高（清算参加者が代用国債

証券により現に預託している国債店頭取引清

算基金の数量をいう。以下同じ。）に係る返還

債務及び当社が負担する破綻時証拠金代用預

託残高（清算参加者が代用国債証券により現に

預託している破綻時証拠金の数量をいう。以下
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をいう。以下同じ。）に係る返還債務、第７４

条第１項第２号及び第２項に規定する清算参

加者を相手方とした現金担保付債券貸借取引

に係る国債証券引渡債務並びに第８０条の７

第２項の規定により清算参加者が負担する入

札対象取引に係る国債証券引渡債務をいう。以

下同じ。）の一括清算事由発生時における債務

不履行評価額を合算して得られる純合計額が、

当該清算参加者に対する当社の一の債務又は

当社に対する当該清算参加者の一の債務とな

るものとする。 

２～７ （略） 

 

（破綻処理入札の実施） 

第８０条の３ （略） 

２ 破綻処理入札は、当社が規則で定める清算参

加者を対象とする第一段階破綻処理入札及び

破綻清算参加者以外の全清算参加者を対象と

する第二段階破綻処理入札に区分する。 

３・４ （略） 

 

（国債店頭取引清算基金及び第二階層国債店頭

取引決済保証準備金による損失の補填） 

第８３条の２ 破綻処理損失について、前条に定

めるところによってもなお補填することがで

きない損失がある場合には、当社は、当該損失

を、破綻清算参加者以外の各清算参加者が当社

に預託した国債店頭取引清算基金及び第二階

層国債店頭取引決済保証準備金の取崩しによ

り補填する。この場合における破綻清算参加者

以外の各清算参加者が当社に預託した国債店

頭取引清算基金及び第二階層国債店頭取引決

済保証準備金から取崩しをする額は、次に定め

るとおりとする。 

同じ。）に係る返還債務、第７４条第１項第２

号及び第２項に規定する清算参加者を相手方

とした現金担保付債券貸借取引に係る国債証

券引渡債務並びに第８０条の７第２項の規定

により清算参加者が負担する入札対象取引に

係る国債証券引渡債務をいう。以下同じ。）の

一括清算事由発生時における債務不履行評価

額を合算して得られる純合計額が、当該清算参

加者に対する当社の一の債務又は当社に対す

る当該清算参加者の一の債務となるものとす

る。 

２～７ （略） 

 

（破綻処理入札の実施） 

第８０条の３ （略） 

２ 破綻処理入札は、当社が規則で定める清算参

加者を対象とする第一段階破綻処理入札及び

破綻参加者以外の全清算参加者を対象とする

第二段階破綻処理入札に区分する。 

３・４ （略） 

 

（国債店頭取引清算基金及び第二階層国債店頭

取引決済保証準備金による損失の補填） 

第８３条の２ 破綻処理損失について、前条に定

めるところによってもなお補填することがで

きない損失がある場合には、当社は、当該損失

を、破綻清算参加者以外の各清算参加者が当社

に預託した国債店頭取引清算基金及び第二階

層国債店頭取引決済保証準備金の取崩しによ

り補填する。この場合における破綻清算参加者

以外の各清算参加者が当社に預託した国債店

頭取引清算基金及び第二階層国債店頭取引決

済保証準備金から取崩しをする額は、次に定め

るとおりとする。 
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（１） （略） 

（２） 原取引按分方式における原取引按分清

算参加者が当社に預託した国債店頭取引清

算基金から取崩しをする額の総額（以下本項

において「第二階層原取引按分清算参加者負

担総額」という。）は、原取引按分方式対象

損失総額から前条の規定による第一階層国

債店頭取引決済保証準備金の取崩額のうち

原取引按分方式分として按分された額及び

前号に規定する原取引按分方式において取

り崩しをすべき第二階層国債店頭取引決済

保証準備金一次取崩額を控除した額とする。

（３） （略） 

（４） 清算基金所要額按分方式における清算

基金所要額按分清算参加者が当社に預託し

た国債店頭取引清算基金から取崩しをする

額の総額（以下本項において「第二階層清算

基金所要額按分清算参加者負担総額」とい

う。）は、清算基金所要額按分方式対象損失

総額から前条の規定による第一階層国債店

頭取引決済保証準備金の取崩額のうち清算

基金所要額按分方式分として按分された額

及び第１号に規定する清算基金所要額按分

方式において取り崩しをすべき第二階層国

債店頭取引決済保証準備金一次取崩額を控

除した額とする。 

（５） 清算基金所要額按分方式における各清

算基金所要額按分清算参加者が当社に預託

した国債店頭取引清算基金から取崩しをす

る額は、次のａからｃまでに掲げる国債店頭

取引清算基金の順序に従い、当該ａからｃま

でに定める額とする。 

ａ 当該破綻清算参加者に係る第一段階破

綻処理入札又は当該破綻清算参加者に係

（１） （略） 

（２） 原取引按分方式における原取引按分清

算参加者が当社に預託した国債店頭取引清

算基金から取崩しをする額の総額（以下本項

において「第二階層原取引按分清算参加者負

担総額」という。）は、原取引按分方式対象

損失総額から前号に規定する原取引按分方

式において取り崩しをすべき第二階層国債

店頭取引決済保証準備金一次取崩額を控除

した額とする。 

 

 

（３） （略） 

（４） 清算基金所要額按分方式における清算

基金所要額按分清算参加者が当社に預託し

た国債店頭取引清算基金から取崩しをする

額の総額（以下本項において「第二階層清算

基金所要額按分清算参加者負担総額」とい

う。）は、清算基金所要額按分方式対象損失

総額から前１号に規定する清算基金所要額

按分方式において取り崩しをすべき第二階

層国債店頭取引決済保証準備金一次取崩額

を控除した額とする。 

 

 

 

（５） 清算基金所要額按分方式における各清

算基金所要額按分清算参加者が当社に預託

した国債店頭取引清算基金から取崩しをす

る額は、次のａからｃまでに掲げる国債店頭

取引清算基金の順序に従い、当該ａからｃま

でに定める額とする。 

ａ 当該破綻清算参加者に係る第一段階破

綻処理入札又は当該破綻清算参加者に係
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る破綻認定日の属する破綻処理単位期間

中に実施された他の第一段階破綻処理入

札（当該破綻清算参加者に係る破綻処理入

札までに実施されたものに限る。）のいず

れかにおいて参加申請後に応札しなかっ

た清算基金所要額按分清算参加者（これら

の第一段階破綻処理入札のいずれかにお

いて入札対象取引を落札し、かつその後に

実施されたすべての第一段階破綻処理入

札に参加している清算参加者を除く。以下

このａにおいて「対象清算参加者」とい

う。）が当社に預託した国債店頭取引清算

基金 第二階層清算基金所要額按分清算

参加者負担総額を各対象清算参加者の清

算基金所要額按分清算参加者第二階層負

担限度額（本条の規定により当社に預託し

た国債店頭取引清算基金の取崩しを受け

る清算基金按分清算参加者ごとの第１項

の破綻清算参加者に係る破綻認定日の属

する破綻処理単位期間の開始日の前日に

おける国債店頭取引清算基金所要額（清算

参加者が信託口を有する場合は信託口に

係る額を除く。）をいう。以下同じ。）に応

じて按分した額（第二階層清算基金所要額

按分清算参加者負担総額が対象清算参加

者第二階層負担限度額の総額以上である

場合には、各対象清算参加者の清算基金所

要額按分清算参加者第二階層負担限度額

（同一の破綻処理単位期間において認定

された他の破綻等について生じた当社の

損失を補填するために、本条の規定により

当該清算参加者が当社に預託した国債店

頭取引清算基金から取り崩された額があ

るときは、当該額を控除した残額）） 

る破綻認定日の属する破綻処理単位期間

中に実施された他の第一段階破綻処理入

札（当該破綻清算参加者に係る破綻処理入

札までに実施されたものに限る。）のいず

れかににおいて参加申請後に応札しなか

った清算基金所要額按分清算参加者（これ

らの第一段階破綻処理入札のいずれかに

おいて入札対象取引を落札し、かつその後

に実施されたすべての第一段階破綻処理

入札に参加している清算参加者を除く。以

下このａにおいて「対象清算参加者」とい

う。）が当社に預託した国債店頭取引清算

基金 第二階層清算基金所要額按分清算

参加者負担総額を各対象清算参加者の清

算基金所要額按分清算参加者第二階層負

担限度額（本条の規定により当社に預託し

た国債店頭取引清算基金の取崩しを受け

る清算基金按分清算参加者ごとの第１項

の破綻清算参加者に係る破綻認定日の属

する破綻処理単位期間の開始日の前日に

おける国債店頭取引清算基金所要額（清算

参加者が信託口を有する場合は信託口に

係る額を除く。）をいう。以下同じ。）に応

じて按分した額（第二階層清算基金所要額

按分清算参加者負担総額が対象清算参加

者第二階層負担限度額の総額以上である

場合には、各対象清算参加者の清算基金所

要額按分清算参加者第二階層負担限度額

（同一の破綻処理単位期間において認定

された他の破綻等について生じた当社の

損失を補填するために、本条の規定により

当該清算参加者が当社に預託した国債店

頭取引清算基金から取り崩された額があ

るときは、当該額を控除した残額）） 
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 ｂ・ｃ （略） 

２ （略） 

 

（破綻時証拠金の預託） 

第８３条の９ （略） 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

２ （略） 

３ （略） 

４ （略） 

 

（最終損失確定時の調整） 

第８３条の１１ 破綻清算参加者の当社に対す

る金銭支払返還債務及び国債証券引渡返還債

務について、第７９条又は第８０条の規定によ

り当社の破綻清算参加者に対する債権の額が

確定した場合において、当該債権の額が破綻処

理損失の額を上回るときは、当社は、当該債権

の額が確定した日において、その超過額に対応

する当社の損失を、第８３条、第８３条の２及

び第８３条の４から第８３条の７までの順序

に従い、当該各条に定める方法に準じて補填す

る。 

２ （略） 

 

（複数のネッティング口座を開設している清算

参加者の特例） 

第９０条 複数のネッティング口座を開設して

 ｂ・ｃ （略） 

２ （略） 

 

（破綻時証拠金の預託） 

第８３条の９ （略） 

２ 破綻時証拠金の預託を受けた当社は、本業務

方法書等の定めるところにより、破綻時証拠金

（破綻時証拠金が代用国債証券である場合に

は、その換価処分後の金銭から当該換価処分に

要した費用を控除した残額。以下本項において

同じ。）を被担保債務の弁済に充当し、又は破

綻時証拠金の返還請求権と被担保債務に係る

債権とを対当額で相殺することができる。 

３ （略） 

４ （略） 

５ （略） 

 

（最終損失確定時の調整） 

第８３条の１１ 破綻清算参加者の当社に対す

る金銭支払返還債務及び国債証券引渡返還債

務について、第７９条又は８０の規定により当

社の破綻清算参加者に対する債権の額が確定

した場合において、当該債権の額が破綻処理損

失の額を上回るときは、当社は、当該債権の額

が確定した日において、その超過額に対応する

当社の損失を、第８３条、第８３条の２及び第

８３条の４から第８３条の７までの順序に従

い、当該各条に定める方法に準じて補填する。

 

２ （略） 

 

（複数のネッティング口座を開設している清算

参加者の特例） 

第９０条 複数のネッティング口座を開設して
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いる清算参加者について、次の表の上欄に掲げ

る規定（本業務方法書において引用する場合を

含む。）を適用する場合には、これらの規定の

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（略）   

第８３条

の９第１

項 

（略） 

 

（略） 

同条第２

項 

（略） （略） 

同条第３

項 

（略） （略） 

２・３ （略） 

４ 清算参加者が当初証拠金グループを設定し

ている場合には、第７０条から第７０条の８ま

で、第７３条、第７８条、第８０条及び第８０

条の２から第８０条の７までの規定は、一の当

初証拠金グループを一のネッティング口座と

みなして適用する。 

 

いる清算参加者について、次の表の上欄に掲げ

る規定（本業務方法書において引用する場合を

含む。）を適用する場合には、これらの規定の

同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（略）   

第８３条

の９第１

項 

（略） 

 

（略） 

同条第３

項 

（略） （略） 

同条第４

項 

（略） （略） 

２・３ （略） 

４ 清算参加者が当初証拠金グループを設定し

ている場合には、第７０条から第７０条の８ま

で、第７３条、第７８条、第８０条及び第８０

条の２から第８０条の８までの規定は、一の当

初証拠金グループを一のネッティング口座と

みなして適用する。 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日か

ら施行する。ただし、第５１条第３項から第５

項まで、第５４条第３項、第５６条第４項、第

５７条第３項、第５９条第３項、第６０条第３

項、第６２条第３項及び第６３条第３項の改正

規定は、平成２７年１０月１４日から施行す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社のシステムの

稼働に支障が生じた場合その他やむを得ない

事由により、改正後の規定を適用することが適

当でないと当社が認める場合には、平成２７年

１０月１３日以後の当社が定める日から施行
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する。この場合において、この改正規定の施行

時における取扱いに関し必要な事項について

は、当社がその都度定める。 

  

 



 1

国債店頭取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算対象取引） 

第２条 業務方法書第３条第１項に規定する当

社が定める国債証券は、次の各号に掲げるもの

（流動性等を勘案し当社が適当でないと認める

ものを除く。）とする。 

（１） 利付国債（物価連動国債（物価連動国

債の取扱いに関する省令（平成１６年財務省

令第７号）第１条に規定する物価連動国債を

いう。）及び個人向け国債（個人向け国債の

発行等に関する省令（平成１４年財務省令第

６８号）第２条に規定する個人向け国債をい

う。）を除く。以下同じ。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）・（３） （略） 

２ 業務方法書第３条第２項に規定する当社が

定める取引は、次の各号に掲げる取引ごとに、

当該各号に定める事項に適合する取引とする。

（１） 国債証券の売買等 

ａ （略） 

（削る） 

 

 

（清算対象取引） 

第２条 業務方法書第３条第１項に規定する当

社が定める国債証券は、次の各号に掲げるもの

（流動性等を勘案し当社が適当でないと認め

るものを除く。）とする。 

（１） 利付国債（利子を非課税扱いとするも

のに限り、承継国債（政府が承継した日本国

有鉄道清算事業団債務に係る国債の取扱い

等に関する省令（平成１０年大蔵省令第３５

号）第１条、国が承継した石油公団債務に係

る国債の取扱い等に関する省令（平成１５年

財務省令第２２号）第１条及び政府が承継し

た本州四国連絡橋公団債務に係る国債の取

扱い等に関する省令（平成１５年財務省令第

５７号）第１条に規定する承継国債をい

う。）、物価連動国債（物価連動国債の取扱い

に関する省令（平成１６年財務省令第７号）

第１条に規定する物価連動国債をいう。）及

び個人向け国債（個人向け国債の発行等に関

する省令（平成１４年財務省令第６８号）第

２条に規定する個人向け国債をいう。）を除

く。以下同じ。） 

（２）・（３） （略） 

２ 業務方法書第３条第２項に規定する当社が

定める取引は、次の各号に掲げる取引ごとに、

当該各号に定める事項に適合する取引とする。

（１） 国債証券の売買等 

ａ （略） 

ｂ 売買決済日が利払期日前３日間（銀行休

業日を除外する。）及び償還期日前３日間

（銀行休業日を除外する。）に該当しない
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ｂ （略） 

ｃ （略） 

ｄ （略） 

（２） 現金担保付債券貸借取引等 

ａ （略） 

（削る） 

 

 

 

ｂ （略） 

ｃ （略） 

ｄ （略） 

ｅ （略） 

（３） 現先取引等 

ａ （略） 

（削る） 

 

 

 

ｂ （略） 

ｃ （略） 

ｄ （略） 

ｅ （略） 

ｆ （略） 

ｇ （略） 

 

（純財産額等として維持すべき額） 

第９条 （略） 

２～４ （略） 

５ 業務方法書第２８条第５項第２号に規定す

る当社が定める数値は、１から国債店頭取引に

係る当初証拠金所要額に関する規則別表第１

項第２号ａ（ａ）に定める時価変動リスクファ

こと。 

ｃ （略） 

ｄ （略） 

ｅ （略） 

（２） 現金担保付債券貸借取引等 

ａ （略） 

ｂ 取引実行日及び取引決済日が利払期日

前３日間（銀行休業日を除外する。）及び

償還期日前３日間（銀行休業日を除外す

る。）に該当しないこと。 

ｃ （略） 

ｄ （略） 

ｅ （略） 

ｆ （略） 

（３） 現先取引等 

ａ （略） 

ｂ スタート取引受渡日及びエンド取引受

渡日が利払期日前３日間（銀行休業日を除

外する。）及び償還期日前３日間（銀行休

業日を除外する。）に該当しないこと。 

ｃ （略） 

ｄ （略） 

ｅ （略） 

ｆ （略） 

ｇ （略） 

ｈ （略） 

 

（純財産額等として維持すべき額） 

第９条 （略） 

２～４ （略） 

５ 業務方法書第２８条第５項第２号に規定す

る当社が定める数値は、１から国債店頭取引に

係る当初証拠金所要額に関する規則別表第１

項第２号ａ（ａ）に定める銘柄別リスクファク
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クターのうち最大のものを１００で除した値

を差し引いた値とする。 

６ （略） 

 

（代理人の承認手続） 

第１１条 清算参加者は、業務方法書第４０条第

４項（同第４１条第３項及び同第４２条第６項

の規定により準用される場合を含む。）、同第４

３条第３項、同第４８条第２項（同第５１条第

３項及び同第５６条第２項の規定により準用さ

れる場合を含む。）、同第６９条第２項（同第５

７条第２項、同第５９条第２項、同第６０条第

２項、同第６２条第２項及び同第６３条第２項

の規定により準用される場合を含む。以下この

条において同じ。）及び同第７０条の９に規定す

る代理人の承認を得ようとする場合には、当社

が定める事項を記載した申請書を当社に提出

し、当社の承認を得なければならない。この場

合において、同第６９条第２項及び同第７０条

の９に規定する金銭の授受の代理人は、銀行で

あることを要するものとする。 

 

（国債ＤＶＰ決済の方法） 

第１３条 業務方法書第４８条第１項第１号及

び第２号並びに第２項（同第５１条第３項及び

同第５６条第２項の規定により準用される場

合を含む。以下この条において同じ。）に規定

する国債証券の授受は、振替法に基づき日本銀

行に開設された口座の振替により行うものと

し、この場合における国債資金同時受渡依頼及

び決済指示（国債）は、次の各号に定めるとこ

ろによる。 

（１） 渡方清算参加者と当社との間の決済に

ついては、次のａ又はｂに掲げる区分に従

ターのうち最大のものを１００で除した値を

差し引いた値とする。 

６ （略） 

 

（代理人の承認手続） 

第１１条 清算参加者は、業務方法書第４０条第

４項（同第４１条第３項及び同第４２条第６項

の規定により準用される場合を含む。）、同第４

３条第３項、同第４８条第２項（同第５１条第

４項及び同第５６条第２項の規定により準用

される場合を含む。）、同第６９条第２項（同第

５７条第２項、同第５９条第２項、同第６０条

第２項、同第６２条第２項及び同第６３条第２

項の規定により準用される場合を含む。以下こ

の条において同じ。）及び同第７０条の８に規

定する代理人の承認を得ようとする場合には、

当社が定める事項を記載した申請書を当社に

提出し、当社の承認を得なければならない。こ

の場合において、同第６９条第２項及び同第７

０条の８に規定する金銭の授受の代理人は、銀

行であることを要するものとする。 

 

（国債ＤＶＰ決済の方法） 

第１３条 業務方法書第４８条第１項第１号及

び第２号並びに第２項（同第５１条第４項及び

同第５６条第２項の規定により準用される場

合を含む。以下この条において同じ。）に規定

する国債証券の授受は、振替法に基づき日本銀

行に開設された口座の振替により行うものと

し、この場合における国債資金同時受渡依頼

は、次の各号に定めるところによる。 

 

（１） 渡方清算参加者と当社との間の決済に

ついては、次のａ又はｂに掲げる区分に従
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い、当該ａ又はｂに定めるところにより行

う。 

ａ 渡方清算参加者の口座と当社の口座と

の間で振替を行う場合 

渡方清算参加者が、日本銀行に対して国

債資金同時受渡依頼及び決済指示（国債）

を行う。 

ｂ 業務方法書第４８条第２項に規定する

代理人の口座と当社の口座との間で振替

を行う場合 

当該代理人が、日本銀行に対して国債資

金同時受渡依頼及び決済指示（国債）を行

う。この場合において、同第４８条第２項

に規定する承認を得た渡方清算参加者は、

当該代理人に対し必要な指示を行うもの

とする。 

（２） 当社と受方清算参加者との間の決済に

ついては、当社が日本銀行に対して国債資金

同時受渡依頼及び決済指示（国債）を行う。

２ 業務方法書第４８条第１項第１号及び第２

号並びに第２項に規定する金銭の授受は、次の

各号に規定するところにより行うものとする。

（１） 金銭を支払う清算参加者は、日本銀行

金融ネットワークシステムを利用した国債

資金同時受渡に伴う金銭の受払いを行うた

めに日本銀行に設けられた当該清算参加者

の当座勘定（業務方法書第４８条第２項の定

めるところにより代理人を通じて同条第１

項第１号及び第２号に規定する金銭の授受

を行う場合には、当該代理人の当座勘定）の

うちから、当該清算参加者が指定した当座勘

定（以下「指定当座勘定」という。）から、

日本銀行に設けられた当社の当座勘定に振

り替えるものとする。この場合における決済

い、当該ａ又はｂに定めるところにより行

う。 

ａ 渡方清算参加者の口座と当社の口座と

の間で振替を行う場合 

渡方清算参加者が、日本銀行に対して国

債資金同時受渡依頼を行う。 

 

ｂ 業務方法書第４８条第２項に規定する

代理人の口座と当社の口座との間で振替

を行う場合 

当該代理人が、日本銀行に対して国債資

金同時受渡依頼を行う。この場合におい

て、同第４８条第２項に規定する承認を得

た渡方清算参加者は、当該代理人に対し必

要な指示を行うものとする。 

 

（２） 当社と受方清算参加者との間の決済に

ついては、当社が日本銀行に対して国債資金

同時受渡依頼を行う。 

２ 業務方法書第４８条第１項第１号及び第２

号並びに第２項に規定する金銭の授受は、次の

各号に規定するところにより行うものとする。

（１） 金銭を支払う清算参加者は、日本銀行

金融ネットワークシステムを利用した国債

資金同時受渡に伴う金銭の受払いを行うた

めに日本銀行に設けられた当該清算参加者

の当座勘定（業務方法書第４８条第２項の定

めるところにより代理人を通じて同条第１

項第１号及び第２号に規定する金銭の授受

を行う場合には、当該代理人の当座勘定）の

うちから、当該清算参加者が指定した当座勘

定（以下「指定当座勘定」という。）から、

日本銀行に設けられた当社の当座勘定に振

り替えるものとする。この場合における資金
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指示（資金）は、次のａ又はｂに規定すると

ころにより行うものとする。 

ａ 金銭を支払う清算参加者の当座勘定か

ら振り替える場合 

金銭を支払う清算参加者が、日本銀行に

対して決済指示（資金）を行う。 

ｂ 代理人の当座勘定から振り替える場合 

当該代理人が、日本銀行に対して決済指

示（資金）を行う。この場合において、業

務方法書第４８条第２項に規定する承認

を得た金銭を支払う清算参加者は、当該代

理人に対し必要な指示を行うものとする。

（２） 金銭を受領する清算参加者は、指定当

座勘定において受領するものとし、この場合

における決済指示（資金）は当社が行う。 

３ 第１項に規定する国債資金同時受渡依頼は、

当社が指定する数量及び金額ごとに行うもの

とする。この場合において、当社は、各国債資

金同時受渡依頼に係る国債証券の額面総額が

５０億円を超えないように指定するものとす

る。 

 

（利払期日が到来した場合に償還期日が到来し

たものとして取扱う国債証券） 

第１５条 業務方法書第５４条第１項及び同第

７０条の８第４項に規定する当社が定める国債

証券は、分離利息振替国債とする。 

 

（変動証拠金に係る現在価値） 

第１６条 業務方法書第６５条第１項及び第２

項に規定する清算対象取引に係る金銭の受領

額又は支払額の現在価値は、次の各号に掲げる

清算対象取引の区分に応じて、当該各号に定め

るところにより算出された額の合計額とする。

受渡依頼は、次のａ又はｂに規定するところ

により行うものとする。 

ａ 金銭を支払う清算参加者の当座勘定か

ら振り替える場合 

金銭を支払う清算参加者が、日本銀行に

対して資金受渡依頼を行う。 

ｂ 代理人の当座勘定から振り替える場合 

当該代理人が、日本銀行に対して資金受

渡依頼を行う。この場合において、業務方

法書第４８条第２項に規定する承認を得

た金銭を支払う清算参加者は、当該代理人

に対し必要な指示を行うものとする。 

（２） 金銭を受領する清算参加者は、指定当

座勘定において受領するものとし、この場合

における資金受渡依頼は当社が行う。 

３ 前２項に規定する受渡依頼は、当社が指定す

る数量又は金額ごとに行うものとする。この場

合において、当社は、各受渡依頼に係る国債証

券の額面総額が５０億円を超えないように指

定するものとする。 

 

 

（利払期日が到来した場合に償還期日が到来し

たものとして取扱う国債証券） 

第１５条 業務方法書第５４条第１項及び同第

７０条第１０項に規定する当社が定める国債

証券は、分離利息振替国債とする。 

 

（変動証拠金に係る現在価値） 

第１６条 業務方法書第６５条第１項及び第２

項に規定する清算対象取引に係る金銭の受領

額又は支払額の現在価値は、次の各号に掲げる

清算対象取引の区分に応じて、当該各号に定め

るところにより算出された額の合計額とする。
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（１） 国債証券の売買等 

決済日等（計算日から起算して３日目の日

以降に到来するものに限る。以下この条にお

いて同じ。）ごと、銘柄ごとの国債証券の売

買等に係る金銭の受領額と支払額の差引額

（計算日のレギュラー受渡日（計算日から起

算して３日目の日をいう。以下同じ。）が当

該銘柄の利払期日（計算日以降最初に到来す

るものに限る。以下同じ。）の前日までに到

来する場合においては、決済日等が当該利払

期日以降に到来する国債証券の売買等に係

る金銭の受領額に当該銘柄に係る利金相当

額を加算した額と支払額に当該銘柄に係る

利金相当額を加算した額の差引額）につい

て、それぞれ、決済日等ごと、銘柄ごとに当

社が定める割引率を使用して算出した、計算

日のレギュラー受渡日における現在価値を、

受領又は支払いの別ごとに合算した額とす

る。 

 

 

 

 

（２） （略） 

 

（当初証拠金及び国債店頭取引清算基金の金銭

の取扱い） 

第２２条 業務方法書第７０条の２及び第７０

条の４第１項並びに第７０条の６に規定する

金銭の預託は、日本銀行当座預金取引における

清算参加者の当座勘定（業務方法書第７０条の

９の定めるところにより代理人を通じて第７

０条の２及び第７０条の４第１項並びに第７

０条の６に規定する金銭の預託を行う場合に

（１） 国債証券の売買等 

決済日等（計算日から起算して３日目の日

以降に到来するものに限る。以下この条にお

いて同じ。）ごと、銘柄ごとの国債証券の売

買等に係る金銭の受領額と支払額の差引額

（計算日のレギュラー受渡日（計算日から起

算して３日目の日（当該日が利払期日前３日

間（銀行休業日を除外する。）に該当する場

合は利払期日、当該日が償還期日前３日間

（銀行休業日を除外する。）に該当する場合

は償還期日）をいう。以下同じ。）が当該銘

柄の利払期日（計算日以降最初に到来するも

のに限る。以下同じ。）の４日前の日までに

到来する場合においては、決済日等が当該利

払期日以降に到来する国債証券の売買等に

係る金銭の受領額に当該銘柄に係る利金相

当額を加算した額と支払額に当該銘柄に係

る利金相当額を加算した額の差引額）につい

て、それぞれ、決済日等ごと、銘柄ごとに当

社が定める割引率を使用して算出した、計算

日のレギュラー受渡日における現在価値を、

受領又は支払いの別ごとに合算した額とす

る。 

（２） （略） 

 

（当初証拠金及び国債店頭取引清算基金の金銭

の取扱い） 

第２２条 業務方法書第７０条の２及び第７０

条の４第１項並びに第７０条の６に規定する

金銭の預託は、日本銀行当座預金取引における

清算参加者の当座勘定（業務方法書第７０条第

１１項の定めるところにより代理人を通じて

同条第２項及び第５項に規定する金銭の預託

を行う場合には、当該代理人の当座勘定。以下
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は、当該代理人の当座勘定。以下この条におい

て同じ。）から当社の当座勘定への振替により

行うものとする。 

２ 前項の定めるところにより預託された金銭

に係る業務方法書第７０条の３第１項及び第

７０条の７に規定する返還は、日本銀行当座預

金取引における当社の当座勘定から清算参加

者の当座勘定への振替により行うものとする。

 

 

（代用国債証券の取扱い） 

第２４条 （略） 

２ 業務方法書第７０条の８第１項に規定する

国債証券の預託は、振替法に基づき日本銀行に

設けられた清算参加者の口座（第７０条の９の

定めるところにより代理人を通じて代用国債

証券の預託を行う場合には、当該代理人の口

座。以下この条において同じ。）から当社の口

座への振替により行うものとする。 

 

 

 

 

３ 前項の定めるところにより預託された国債

証券に係る業務方法書第７０条の３第１項及

び第７０条の７に規定する返還は、振替法に基

づき日本銀行に設けられた当社の口座から清

算参加者の口座への振替により行うものとす

る。 

 

 

 

 

４～７ （略） 

この条において同じ。）から当社の当座勘定へ

の振替により行うものとする。 

 

２ 前項の定めるところにより預託された金銭

に係る業務方法書第７０条の３第１項及び第

７０条の７第１項に規定する返還は、日本銀行

当座預金取引における当社の当座勘定から清

算参加者の当座勘定への振替により行うもの

とする。 

 

（代用国債証券の取扱い） 

第２４条 （略） 

２ 業務方法書第７０条の８第１項に規定する

国債証券の預託は、振替法に基づき日本銀行に

設けられた清算参加者の口座（第７０条の９の

定めるところにより代理人を通じて代用国債

証券の預託を行う場合には、当該代理人の口

座。以下この条において同じ。）から当社の口

座への振替により行うものとする。この場合に

おいて、清算参加者は、利払期日前３日間（銀

行休業日を除外する。）及び償還期日前３日間

（銀行休業日を除外する。）においては当該国

債証券の預託を行うことができない。 

３ 前項の定めるところにより預託された国債

証券に係る業務方法書第７０条の３第１項及

び第７０条の７第１項に規定する返還は、振替

法に基づき日本銀行に設けられた当社の口座

から清算参加者の口座への振替により行うも

のとする。この場合において、清算参加者は、

利払期日前３日間（銀行休業日を除外する。）

及び償還期日前３日間（銀行休業日を除外す

る。）においては当該国債証券の返還の請求を

行うことができない。 

４～７ （略） 
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（決済不履行時の資金調達の取扱い） 

第２５条 （略） 

２ （略） 

３ 基礎負担額及び平均当初証拠金所要額は、毎

年３月、６月、９月及び１２月の最終営業日を

基準として前項の規定に従い当社が算定し、そ

れぞれ翌月の第１０営業日から適用する。ただ

し、清算資格の取得又は喪失があった場合、清

算参加者が合併した場合その他当社が必要と

認める場合は、当社が適当と認める方法により

算定した数値を当社が適当と認める日から適

用することができる。 

４ （略） 

 

 

（決済不履行時の資金調達の取扱い） 

第２５条 （略） 

２ （略） 

３ 基礎負担額及び平均当初証拠金所要額は、毎

年３月及び９月の最終営業日を基準として前

項の規定に従い当社が算定し、それぞれ翌月の

第１０営業日から適用する。ただし、清算資格

の取得又は喪失があった場合、清算参加者が合

併した場合その他当社が必要と認める場合は、

当社が適当と認める方法により算定した数値

を当社が適当と認める日から適用することが

できる。 

４ （略） 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日か

ら施行する。ただし、第１１条及び第１３条第

１項の改正規定（「第４項」を「第３項」に改

正する部分に限る。）は、平成２７年１０月１

４日から、第２条第１項第１号の改正規定は、

平成２８年１月１日から施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由

により改正後の規定を適用することが適当で

ないと当社が認める場合には、平成２７年１０

月１３日以後の当社が定める日から施行する。
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国債店頭取引に係る当初証拠金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

別表 当初証拠金基礎所要額の算出に関する表 

１ 各清算参加者の当初証拠金基礎所要額は、次

の計算式により計算して得た額とする。 

 当初証拠金基礎所要額 

  ＝ ＦＯＳ決済に係る当初証拠金所要額

＋ 国債ＤＶＰ決済に係る当初証拠

金所要額 ＋ 市場インパクト・チャ

ージ所要額 

（１） （略） 

（２） 国債ＤＶＰ決済に係る当初証拠金所要

額は、次の計算式により計算して得た額とす

る。 

 

国債ＤＶＰ決済に係る当初証拠金所要額 

 ＝ 国債の再構築コスト相当額 ＋ レポ

レート変動リスク相当額 

 

ａ （略） 

 

ｂ レポレート変動リスク相当額は、レポレ

ート変動リスクに係るＰＯＭＡ、レポレー

ト変動リスクに係る平均ＰＯＭＡ及びレ

ポレート変動リスク下限額のうち最大の

額とする。 

 

（ａ） レポレート変動リスクに係るＰＯ

ＭＡは、清算対象取引に係る当該清算参

加者の銘柄ごと決済日等ごとの総引渡

数量と総受領数量の差引数量の時価評

価額（計算日の翌日（休業日に当たると

きは、順次繰り下げる。）付で日本証券

別表 当初証拠金基礎所要額の算出に関する表 

１ 各清算参加者の当初証拠金基礎所要額は、次

の計算式により計算して得た額とする。 

 当初証拠金基礎所要額 

  ＝ ＦＯＳ決済に係る当初証拠金所要額

＋ 国債ＤＶＰ決済に係る当初証拠

金所要額 ＋ 市場インパクト・チ

ャージ所要額 

（１） （略） 

（２） 国債ＤＶＰ決済に係る当初証拠金所要

額は、次の計算式により計算して得た額とす

る。 

 

国債ＤＶＰ決済に係る当初証拠金所要額 

 ＝ 国債の再構築コスト相当額 ＋ レ

ポレート変動リスク相当額 

 

ａ （略） 

 

ｂ レポレート変動リスク相当額は、レポレ

ート変動リスクに係るＰＯＭＡ、レポレー

ト変動リスクに係る平均ＰＯＭＡ及びレ

ポレート変動リスク下限額のうち最大の

額とする。 

 

（ａ） レポレート変動リスクに係るＰＯ

ＭＡは、清算対象取引に係る当該清算参

加者の銘柄ごと決済日等ごとの総引渡

数量と総受領数量の差引数量の時価評

価額（計算日の翌日（休業日に当たると

きは、順次繰り下げる。）付で日本証券
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業協会が発表する売買参考統計値のう

ち当該銘柄に係る利回りの平均値によ

り、計算日のレギュラー受渡日（計算日

から起算して３日目の日をいう。）を基

準として算出する価格（当該銘柄が変動

利付国債である場合にあっては、計算日

の翌日（休業日に当たるときは、順次繰

り下げる。）付で日本証券業協会が発表

する売買参考統計値のうち価格の平均

値、当該銘柄が計算日の翌日（休業日に

当たるときは、順次繰り下げる。）付で

日本証券業協会から売買参考統計値が

発表されない銘柄である場合にあって

は、当社がその都度定める価格）により

評価した額に、計算日のレギュラー受渡

日までの日数（休業日を含む。）に応じ

た経過利子（額面総額に国債証券の利率

を乗じて算出した額について日割をも

って計算した額をいう。）を加算した額

をいう。）にレポレート変動リスクファ

クター（レポレート変動リスクを算出す

るために当社が定める値をいう。以下同

じ。）を乗じた額に、計算日のレギュラ

ー受渡日の翌日から決済日等までの日

数（休業日を含む。）を３６５で除した

数値（決済日等が計算日のレギュラー受

渡日より前の場合には決済日等から計

算日のレギュラー受渡日の前日までの

日数（休業日を含む。）を３６５で除し

た数値、決済日等が計算日のレギュラー

受渡日の場合にはゼロ）を乗じた金額

（以下「レポレート変動リスクグロス金

額」という。）について、銘柄ごとに、

決済日等が計算日のレギュラー受渡日

業協会が発表する売買参考統計値のう

ち当該銘柄に係る利回りの平均値によ

り、計算日のレギュラー受渡日（計算日

から起算して３日目の日（当該日が利払

期日前３日間（銀行休業日を除外する。）

に該当する場合は利払期日、当該日が償

還期日前３日間（銀行休業日を除外す

る。）に該当する場合は償還期日）をい

う。）を基準として算出する価格（当該

銘柄が変動利付国債である場合にあっ

ては、計算日の翌日（休業日に当たると

きは、順次繰り下げる。）付で日本証券

業協会が発表する売買参考統計値のう

ち価格の平均値、当該銘柄が計算日の翌

日（休業日に当たるときは、順次繰り下

げる。）付で日本証券業協会から売買参

考統計値が発表されない銘柄である場

合にあっては、当社がその都度定める価

格）により評価した額に、計算日のレギ

ュラー受渡日までの日数（休業日を含

む。）に応じた経過利子（額面総額に国

債証券の利率を乗じて算出した額につ

いて日割をもって計算した額をいう。）

を加算した額をいう。）にレポレート変

動リスクファクター（レポレート変動リ

スクを算出するために当社が定める値

をいう。以下同じ。）を乗じた額に、計

算日のレギュラー受渡日の翌日から決

済日等までの日数（休業日を含む。）を

３６５で除した数値（決済日等が計算日

のレギュラー受渡日より前の場合には

決済日等から計算日のレギュラー受渡

日の前日までの日数（休業日を含む。）

を３６５で除した数値、決算日等が計算
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以降である引渡しに係るレポレート変

動リスクグロス金額と決済日等が計算

日のレギュラー受渡日より前である受

領に係るレポレート変動リスクグロス

金額の合計額と決済日等が計算日のレ

ギュラー受渡日以降である受領に係る

レポレート変動リスクグロス金額と決

済日等が計算日のレギュラー受渡日よ

り前である引渡しに係るレポレート変

動リスクグロス金額の合計額の差引額

を算出し、当該差引額をすべての銘柄に

ついて合算した額とする。この場合にお

いて、当社は、レポレート変動リスクフ

ァクターについて毎月見直しを行い清

算参加者に通知するものとし、その月の

５日目の日の計算から適用する。ただ

し、当社が必要と認める場合は、レポレ

ート変動リスクファクターについて臨

時に変更することができる。 

 

 

 

 

（ｂ）・（ｃ） （略） 

 

（３） （略） 

 

２ （略） 

日のレギュラー受渡日の場合にはゼロ）

を乗じた金額（以下「レポレート変動リ

スクグロス金額」という。）について、

銘柄ごとに、決済日等が計算日のレギュ

ラー受渡日以降である引渡しに係るレ

ポレート変動リスクグロス金額と決済

日等が計算日のレギュラー受渡日より

前である受領に係るレポレート変動リ

スクグロス金額の合計額と決済日等が

計算日のレギュラー受渡日以降である

受領に係るレポレート変動リスクグロ

ス金額と決済日等が計算日のレギュラ

ー受渡日より前である引渡しに係るレ

ポレート変動リスクグロス金額の合計

額の差引額を算出し、当該差引額をすべ

ての銘柄について合算した額とする。こ

の場合において、当社は、レポレート変

動リスクファクターについて毎月見直

しを行い清算参加者に通知するものと

し、その月の５日目の日の計算から適用

する。ただし、当社が必要と認める場合

は、レポレート変動リスクファクターに

ついて臨時に変更することができる。 

（ｂ）・（ｃ） （略） 

 

（３） （略） 

 

２ （略） 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、平成２７年１０月１３日か

ら施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由
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により改正後の規定を適用することが適当で

ないと当社が認める場合には、平成２７年１０

月１３日以後の当社が定める日から施行する。
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